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　告　　　　示　

京都府告示第104号

　平成29年度から平成32年度までにおける京都府立洛南
病院給食等業務に係る一般競争入札（以下「一般競争入
札」という。）に参加する者に必要な資格（以下「参加資格」
という。）及び参加資格の審査（以下「資格審査」という。）
の申請期間、方法等を次のとおり定めた。

　平成29年３月３日
京都府知事　山　田　　啓　二　

１　委託する業務の種類
　　京都府立洛南病院給食等業務（調理（朝食調理、炊
飯・粥、焼き、蒸し、揚げ等の業務）、下処理、盛付、
配膳、下膳、食器洗浄等に関する業務）
２　一般競争入札に参加することができない者
　　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条
の４の規定に該当する者
３　一般競争入札に参加する者に必要な資格
　　一般競争入札に参加することができる者は、次の⑴
から⑹までのいずれにも該当しない者で、４に掲げる
資格審査の項目について審査を受け、合格と判定され
たものとする。
　⑴　府税、消費税又は地方消費税を滞納している者

　⑵　審査基準日（平成29年３月１日をいう。以下同
じ。）において、直前２営業年度以上の営業実績（病
床数がおおむね200床以上の病院で、この受託業務
と同等以上の業務を継続して履行したものに限る。）
を有しない者

　⑶　暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律
（平成３年法律第77号。以下「法」という。）第２
条第２号に規定する暴力団（以下「暴力団」という。）
のほか、次のいずれかに該当する者

　　ア　法第２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴
力団員」という。）

　　イ　法人の役員若しくはその支店若しくは営業所を
代表する者で役員以外のものが暴力団員である者
又は暴力団員がその経営に関与している者

　　ウ　自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る
目的又は第三者に損害を与える目的をもって暴力
団の利用等をしている者

　　エ　暴力団又は暴力団員に対して資金等を提供し、
又は便宜を供与する等、直接的又は積極的に暴力
団の維持運営に協力し、又は関与している者

　　オ　暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき
関係を有している者

　　カ　暴力団又は暴力団員であることを知りながらこ
れを不当に利用している者

　　キ　暴力団及びアからカまでに定める者の依頼を受
けて入札に参加しようとする者

　⑷　公共の安全及び福祉を脅かすおそれのある団体又
は公共の安全及び福祉を脅かすおそれのある団体に

告　　　　　示

○平成29年度から平成32年度までにおける
京都府立洛南病院給食等業務に係る一般
競争入札に参加する者に必要な資格等 （医療課）  187

○漁船損害等補償法に基づく付保義務の発
生のための同意の認定 （水産課）  189

○保安林の指定予定の通知 （中丹広域振興局）   〃
○道路の区域変更 （中丹東土木事務所）  190

○道路の供用開始 （道路管理課、山城南土木事務所）   〃

公　　　　　告

○特定非営利活動促進法に基づく定款変更
認証の申請に係る関係書類の縦覧 （南丹広域振興局）   〃

○一般競争入札の実施 （医療課）  191

○大規模小売店舗立地法に基づく市町村の
意見の概要 （山城広域振興局）  192

○平成29年度前期技能検定の実施 （労働・雇用政策課）   〃
○平成29年度随時実施技能検定の実施
  （　　　 〃 　　　）  195

○農用地利用配分計画の認可の申請
  （経営支援・担い手育成課）  197

○都市計画法に基づく工事完了 （山城北土木事務所）  198

公 安 委 員 会

○警察職員の定員に関する規則の一部を改正する規
則　　   〃
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て復権を得ない者でないことの証明書
　　ウ　府税納税義務者にあっては、府税納税証明書
　　エ　消費税及び地方消費税の納税証明書
　　オ　法人にあっては審査基準日の直前の２営業年度

に係る財務諸表（貸借対照表及び損益計算書）、
個人にあっては所得税の確定申告書の写し

　　カ　権限を営業所長等に委任する場合には、法人に
あっては委任状、個人にあっては委任状及び受任
者の身分証明書

　　キ　受託業務の責任者として、朝食調理から夕食配
膳までの間、栄養士の資格所有者及び調理師の資
格所有者を配置することができることを証明する
書類

　　ク　取引証明書又は契約書の写し（原本証明）
　　ケ　従事者に対する受託業務の遂行に必要な衛生管

理知識の修得及び患者接遇のための研修システム
の整備について示したもの

　⑷　資料等の提出
　　　申請書及び添付資料（以下「申請書等」という。）
を提出した者に対し、資格審査の公正を図るため、
申請書等の記載事項を証明する資料等の提出を求め
ることがある。

　⑸　その他
　　　申請書等の作成等に要する経費は、提出者の負担
とし、提出された書類は返却しない。　

６　参加資格を有する者の名簿への登載
　　２及び３について参加資格があると認定された者
は、京都府立洛南病院給食等業務に係る一般競争入札
参加資格者名簿に登載される。
７　資格審査結果の通知
　　資格審査の結果は、一般競争入札参加資格審査結果
通知書により、申請書等を提出した者に通知する。
８　参加資格の有効期間
　　参加資格の有効期間は、７による資格審査の結果を
通知した日から平成30年３月31日までとする。
９　変更届
　　申請書等を提出した者（６の名簿に登載されなかっ
た者を除く。）は、次に掲げる事項のいずれかに変更
があったときは、直ちに一般競争入札参加資格審査申
請書記載事項変更届により当該変更に係る事項を院長
に届け出なければならない。
　⑴　商号又は名称
　⑵　営業所の名称又は所在地
　⑶　法人にあっては、資本金又は代表者の氏名
　⑷　個人にあっては、氏名
10　参加資格の承継
　⑴　参加資格を有する者が、次のアからエまでのいず
れかに該当するに至った場合においては、それぞれ
に掲げる者（２又は３の⑴から⑷までに該当する者
を除く。）は、その者が営業の同一性を失うことな
く引き続き当該営業を行うことができると院長が認
めたときに限り、その参加資格を承継することがで
きる。

属する者
　⑸　一般競争入札参加資格審査申請書（以下「申請書」
という。）又は添付資料に、故意に虚偽の事実を記
載した者

　⑹　５の⑵で定める申請書の提出期間の最終日から入
札日までの期間において、京都府の指名競争入札に
ついて指名停止とされている者

４　資格審査の項目
　⑴　審査基準日の直前の営業年度の決算における資本
金額及び流動比率

　⑵　審査基準日の従業員数
　⑶　審査基準日までの営業年数
　⑷　審査基準日の当該営業年度及び直前の営業年度を
含む２営業年度における営業実績（病床数がおおむ
ね200床以上の病院で、この受託業務と同等以上の
業務を継続して履行したものに限る。）

５　資格審査の申請手続
　　資格審査を受けようとする者は、京都府立洛南病院
長（以下「院長」という。）に申請書を提出し、参加
資格の有無について認定を受けなければならない。
　　なお、提出した書類に関し、契約担当者から説明を
求められた場合は、それに応じなければならない。
　⑴　申請書の交付期間等
　　ア　交付期間
　　　　平成29年３月16日（木）から平成29年４月３日

（月）までの間（日曜日、土曜日及び祝日を除く。）
　　イ　交付場所
　　　　〒611-0011　宇治市五ケ庄広岡谷２
　　　　京都府立洛南病院事務部会計課
　　　　電話番号（0774）32-5900
　　ウ　交付方法　
　　　　交付期間中の午前９時から午後５時まで（正午

から午後１時までを除く。）の間に交付する。
　⑵　申請書の提出期間等
　　ア　提出期間
　　　　⑴のアに同じ。
　　イ　提出場所
　　　　⑴のイに同じ。
　　ウ　提出方法
　　　　提出期間中の午前９時から午後５時まで（正午

から午後１時までを除く。）の間に持参により提
出すること。

　⑶　添付資料
　　　申請書には、次に掲げる資料を添付しなければな
らない。

　　ア　営業実績調書（病床数がおおむね200床以上の
病院で、この受託業務と同等以上の業務を継続し
て履行した実績を有することが分かるもの）

　　イ　法人にあっては商業登記法（昭和38年法律第
125号）第10条第１項に規定する登記事項証明書
又は法人登記事項証明書及び定款の写し、個人に
あってはその者の成年被後見人及び被保佐人でな
いことの証明書並びに破産手続開始の決定を受け
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　　　５の⑴のイに同じ。

京都府告示第105号

　漁船損害等補償法（昭和27年法律第28号）第112条の
２第２項の規定による届出を審査した結果、次の加入区
について、同法第112条第１項の規定による同意があっ
たものと認めた。

　平成29年３月３日
京都府知事　山　田　　啓　二　

　丹後町加入区

京都府告示第106号

　森林法（昭和26年法律第249号）第29条の規定により、
次のとおり保安林の指定をする予定である旨農林水産大
臣から通知があった。

　平成29年３月３日
京都府知事　山　田　　啓　二　

１　保安林予定森林の所在場所
　　福知山市字田野小字笹場山８、10、12、13、2403、
2404、8006の１、8006の２、8007の１、8014、8015、
小字堂田63の３、66の１、66の２、67、8065
２　指定の目的
　　土砂の流出の防備
３　指定施業要件
　⑴　立木の伐採の方法
　　ア　次の森林については、主伐は、択伐による。
　　　　小字笹場山12・8015・小字堂田66の１・8065

（以上４筆について次の図に示す部分に限る。）
　　イ　その他の森林については、主伐に係る伐採種を

定めない。
　　ウ　主伐として伐採をすることができる立木は、当

該立木の所在する市町村に係る市町村森林整備計
画で定める標準伐期齢以上のものとする。

　　エ　間伐に係る森林は、次のとおりとする。
　⑵　立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹
種

　　　次のとおりとする。
　（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図
面及び関係書類を京都府中丹広域振興局農林商工部森づ
くり推進室及び京都府農林水産部森林保全課において縦

　　ア　個人が死亡したときは、その相続人
　　イ　個人が老齢、疾病等により営業に従事すること

ができなくなったときは、その２親等内の血族、
配偶者又は生計を一にする同居の親族

　　ウ　個人が法人を設立したときは、その法人
　　エ　法人が合併又は分割したときは、合併後存続す

る法人若しくは合併によって設立する法人又は分
割によって営業を承継する法人

　⑵　⑴により参加資格を承継しようとする者は、一般
競争入札参加資格承継審査申請書（以下「資格承継
審査申請書」という。）及び当該承継に係る事由を
証する書類その他院長が必要と認める書類を提出し
なければならない。

　⑶　⑵により資格承継審査申請書の提出があったとき
は、参加資格の承継の適否を審査し、その結果を一
般競争入札参加資格承継審査結果通知書により、当
該資格承継審査申請書を提出した者に文書で通知す
る。

11　参加資格の取消し
　⑴　参加資格を有する者が、当該入札に係る契約を締
結する能力を有しない者又は破産手続開始の決定を
受けて復権を得ない者に該当するに至ったときは、
その資格を取り消す。

　⑵　参加資格を有する者が、次のアからカまでのいず
れかに該当すると認められるときは、その者につい
てその資格を取り消し、３年間競争入札に参加させ
ないことがある。その者を代理人、支配人その他の
使用人又は入札代理人として使用する者について
も、また同様とする。

　　ア　契約の履行に当たり、故意に内容の粗雑なもの
を提供し、又は業務内容、数量等に関して不正の
行為をしたとき。

　　イ　競争入札において、その公正な執行を妨げたと
き又は公正な価格の成立を害し、若しくは不正の
利益を得るために連合したとき。

　　ウ　落札者が契約を締結すること又は契約者が契約
を履行することを妨げたとき。

　　エ　地方自治法（昭和22年法律第67号）第234条の
２第１項の規定による監督又は検査の実施に当た
り職員の職務の執行を妨げたとき。

　　オ　正当な理由なく契約を履行しなかったとき。
　　カ　アからオまでのいずれかに該当すると認められ

たことによりその資格を取り消され、競争入札に
参加することができないこととされている者を契
約の締結又は契約の履行に当たり代理人、支配人
その他の使用人として使用したとき。　

　⑶　⑴又は⑵により参加資格を取り消したときは、一
般競争入札参加資格取消通知書により、その者に通
知する。

12　その他
　⑴　一般競争入札の公告
　　　京都府公報により公告する。
　⑵　問合せ先
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　⑷　縦 覧 場 所　　京都府山城南土木事務所及び京都
府建設交通部道路管理課

２⑴　道路の種類　　府道
　⑵　路　線　名　　舞鶴宮津線
　⑶　供用開始の区間及び期日

区　　　　　　　　間 期　　　　日

舞鶴市字上漆原小字長ノ室1359の１
から

宮津市字新宮小字狩場10003の３ま
で

平成29年３月３日

　⑷　縦 覧 場 所　　京都府建設交通部道路管理課、京
都府中丹東土木事務所及び京都府丹
後土木事務所

　公　　　　告　

　特定非営利活動促進法（平成10年法律第７号）第25条
第４項の規定により、定款変更認証の申請があったの
で、その関係書類を次のとおり縦覧に供する。

　平成29年３月３日
京都府知事　山　田　　啓　二　

１　定款変更認証申請を行った特定非営利活動法人の概
要
　⑴　名称
　　　特定非営利活動法人発達障害を考える会ぶどうの
木

　⑵　代表者の氏名
　　　西田　香代子
　⑶　主たる事務所の所在地
　　　南丹市園部町美園町７号18
　⑷　定款に記載された目的
　　　この法人は、地域における発達障害児・者等とそ
の家族に対し、療育及び自立生活への支援や社会参
加の促進を行い、子育てや生活支援に関する相談、
情報提供及び啓発等の事業活動を通じて地域福祉を
推進していくとともに、障害児・者等のよりよい成
長、幸福な人生の創造に貢献し、誰もが安心して暮
らせる社会の構築及び社会全体の利益の増進に寄与
することを目的とする。

２　申請年月日
　　平成29年２月10日
３　縦覧場所
　　京都府南丹広域振興局企画総務部企画振興室及び園
部地域総務室並びに京都府府民生活部府民力推進課
４　縦覧期間
　　平成29年２月10日から平成29年４月10日まで

覧に供する。なお、福知山市役所においてその図面及び
関係書類を閲覧することができる。）

京都府告示第107号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定
により、道路の区域を次のとおり変更する。
　なお、その関係図面は、次の縦覧場所において、平成
29年３月３日から平成29年３月17日まで縦覧に供する。

　平成29年３月３日
京都府知事　山　田　　啓　二　

１　道路の種類　　一般国道
２　路　線　名　　175号
３　道路の区域

区　　　　　　　間
変更
前後
別

敷地の幅員 延　長

舞鶴市字下福井小字平方416
の４から

舞鶴市字下福井小字平方416
の４まで

前

ｍ
 最小　22.8

 最大　29.4

ｍ

　 　33.0

後
 最小　22.8

 最大　32.1

４　縦 覧 場 所　　京都府中丹東土木事務所及び京都府
建設交通部道路管理課

京都府告示第108号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定
により、次の道路の供用を開始する。
　なお、その関係図面は、次の縦覧場所において、平成
29年３月３日から平成29年３月17日まで縦覧に供する。

　平成29年３月３日
京都府知事　山　田　　啓　二　

１⑴　道路の種類　　一般国道
　⑵　路　線　名　　163号
　⑶　供用開始の区間及び予定日時

区　　　　　　　　間 予  定  日  時

相楽郡南山城村大字北大河原小字荷
掛８から

相楽郡南山城村大字北大河原小字高
砂子26の９まで

平成29年３月７日
午後２時
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認めない。
　⑶　入札書に記載する金額
　　ア　落札決定に当たっては、入札書に記載された金

額に当該金額の100分の８に相当する金額を加算
した金額（当該金額に１円未満の端数があるとき
は、その端数金額を切り捨てた金額）をもって落
札金額とするので、入札者は、消費税及び地方消
費税に係る課税事業者であるか免税事業者である
かを問わず、見積もった契約希望金額の108分の
100に相当する金額を入札書に記載すること。

　　イ　委託契約は月額契約であり、かつ、36箇月間の
長期継続契約であるため、入札書に記載する金額
は、月額の契約希望金額の108分の100に相当する
額を36倍した金額とすること。

　⑷　入札の無効
　　　次のいずれかに該当する入札は、無効とする。
　　ア　３に掲げる資格のない者のした入札
　　イ　一般競争入札参加資格審査申請書等に虚偽の記

載をした者のした入札
　　ウ　入札説明書に示した入札に関する条件に違反し

た者のした入札
　⑸　落札者の決定方法
　　　京都府会計規則（昭和52年京都府規則第６号。以
下「規則」という。）第145条の予定価格の制限の範
囲内で最低の価格をもって有効な入札を行った者を
落札者とする。

　⑹　契約の手続において使用する言語及び通貨
　　　日本語及び日本国通貨に限る。
　⑺　契約書作成の要否
　　　要する。
６　入札保証金
　　免除する。ただし、落札者が契約を締結しない場合
は、落札金額の100分の５相当額の違約金を落札者か
ら徴収する。
７　契約保証金
　　落札者は、契約金額の100分の10以上の額の契約保
証金を、契約締結と同時に納付しなければならない。
ただし、銀行その他契約担当者が確実と認める金融機
関（以下「銀行等」という。）が振り出し、若しくは
支払保証をした小切手又は銀行等の保証をもって契約
保証金の納付に代えることができ、規則第159条第２
項に該当する場合は、契約保証金の全部又は一部を免
除することがある。
８　その他
　⑴　１から７までに定めるもののほか、規則の定める
ところによる。

　⑵　平成30年度以降の府の歳入歳出予算において、落
札者に支払うべき委託料が減額され、又は削除され
たときは、契約を解除することがある。

　⑶　詳細は、入札説明書による。

　地方自治法（昭和22年法律第67号）第234条の規定に
より、次のとおり一般競争入札を実施する。

　平成29年３月３日
京都府知事　山　田　　啓　二　

１　入札に付する事項
　⑴　委託する業務の名称及び数量
　　　京都府立洛南病院給食等業務　一式
　⑵　業務の内容等
　　　入札説明書及び仕様書のとおり
　⑶　履行期間
　　　平成29年６月１日から平成32年５月31日まで
　⑷　履行場所
　　　京都府立洛南病院
２　契約条項を示す場所等
　⑴　契約条項を示す場所、入札説明書及び仕様書の交
付場所並びに契約に関する事務を担当する組織の名
称、所在地等

　　　〒611-0011　宇治市五ケ庄広岡谷２
　　　京都府立洛南病院事務部会計課
　　　電話番号（0774）32-5900
　⑵　入札説明会の日時及び場所
　　ア　日時
　　　　平成29年３月27日（月）午前10時から
　　イ　場所
　　　　宇治市五ケ庄広岡谷２
　　　　京都府立洛南病院本館２階会議室
３　入札に参加する者に必要な資格
　　平成29年度から平成32年度までにおける京都府立洛
南病院給食等業務に係る一般競争入札に参加する者に
必要な資格等を定める告示（平成29年京都府告示第
104号。以下「資格告示」という。）に定める入札参加
資格認定名簿に登載されている者であること。
４　入札参加資格審査の申請
　⑴　申請手続
　　　この競争入札への参加を希望する者は、資格告示
に基づき申請手続を行うこと。

　⑵　申請書の入手先及び提出先並びに申請に関する問
合せ先

　　　２の⑴に同じ。
５　入札手続等
　⑴　入札及び開札の日時及び場所
　　ア　日時
　　　　平成29年４月17日（月）午前10時
　　イ　場所
　　　　２の⑵のイに同じ。
　⑵　入札方法
　　　持参によることとし、郵送及び電送による入札は
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　大規模小売店舗立地法（平成10年法律第91号）第８条
第１項の規定により久御山町から聴取した意見の概要
は、次のとおりである。

　平成29年３月３日
京都府知事　山　田　　啓　二　

１⑴　大規模小売店舗の名称及び所在地
　　　ホームセンターコーナン久御山南店
　　　久世郡久御山町佐山籾池23ほか
　⑵　届出者の名称及び住所
　　　コーナン商事株式会社
　　　堺市西区鳳東町四丁401番地１
　⑶　意見の対象となった届出及び届出日
　　　大規模小売店舗立地法第６条第１項の規定による
変更の届出

　　　平成28年８月31日
　⑷　意見の概要
　　　特に意見を有しない。
　⑸　縦覧場所
　　　京都府山城広域振興局農林商工部商工労働観光室
及び京都府商工労働観光部商業・経営支援課

　⑹　縦覧期間
　　　平成29年３月３日から平成29年４月３日まで
２⑴　大規模小売店舗の名称及び所在地
　　　ホームセンターコーナン久御山南店
　　　久世郡久御山町佐山籾池23ほか
　⑵　届出者の名称及び住所
　　　コーナン商事株式会社
　　　堺市西区鳳東町四丁401番地１
　⑶　意見の対象となった届出及び届出日
　　　大規模小売店舗立地法第６条第２項の規定による
変更の届出

　　　平成28年８月31日
　⑷　意見の概要
　　　特に意見を有しない。
　⑸　縦覧場所
　　　京都府山城広域振興局農林商工部商工労働観光室
及び京都府商工労働観光部商業・経営支援課

　⑹　縦覧期間
　　　平成29年３月３日から平成29年４月３日まで

　職業能力開発促進法（昭和44年法律第64号）第46条第
２項の規定により、平成29年度前期技能検定を次のとお

　大規模小売店舗立地法（平成10年法律第91号）第８条
第１項の規定により城陽市から聴取した意見の概要は、
次のとおりである。

　平成29年３月３日
京都府知事　山　田　　啓　二　

１　大規模小売店舗の名称及び所在地
　　ライフ寺田店
　　城陽市寺田樋尻32番地
２　届出者の名称及び住所
　　有限会社カネジョー
　　城陽市寺田中大小６番地
３　意見の対象となった届出及び届出日
　　大規模小売店舗立地法附則第５条第１項の規定によ
る変更の届出
　　平成28年９月６日
４　意見の概要
　　特に意見を有しない。
５　縦覧場所
　　京都府山城広域振興局農林商工部商工労働観光室及
び京都府商工労働観光部商業・経営支援課
６　縦覧期間
　　平成29年３月３日から平成29年４月３日まで

　大規模小売店舗立地法（平成10年法律第91号）第８条
第１項の規定により木津川市から聴取した意見の概要
は、次のとおりである。

　平成29年３月３日
京都府知事　山　田　　啓　二　

１　大規模小売店舗の名称及び所在地
　　サンタウンプラザこすもす館
　　木津川市相楽台一丁目１番の１ほか
２　届出者の名称及び住所
　　関西文化学術研究都市センター株式会社
　　奈良市右京一丁目３番地の４
３　意見の対象となった届出及び届出日
　　大規模小売店舗立地法第６条第１項の規定による変
更の届出
　　平成28年９月16日
４　意見の概要
　　特に意見を有しない。
５　縦覧場所
　　京都府山城広域振興局農林商工部商工労働観光室及
び京都府商工労働観光部商業・経営支援課
６　縦覧期間
　　平成29年３月３日から平成29年４月３日まで
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　⑵　３級

　⑶　単一等級

り実施する。

　平成29年３月３日
京都府知事　山　田　　啓　二　

１　実施職種
　⑴　１級及び２級
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備考 　次に掲げる者が３級を受検する場合は、括弧内の手数料
とする。ただし、次の⑴及び⑵については、短期課程の普
通職業訓練又は専門短期課程若しくは応用短期課程の高度
職業訓練を受けている者を除く。

　⑴ 　公共職業能力開発施設又は職業能力開発総合大学校の訓
練生

　⑵　認定職業訓練施設の訓練生（就職している者を除く。）
　⑶　高等学校又は中等教育学校の後期課程の生徒
　⑷　専修学校又は各種学校の生徒
　⑸　高等専門学校の学生
　⑹　短期大学の学生
　⑺　大学（短期大学を除く。）の学生
　⑻　その他知事が認める者
　　イ　実施期日
　　　　平成29年６月５日（月）から平成29年９月10日

（日）までの間において、京都府職業能力開発協
会が指定する日

　　ウ　実施場所
　　　　京都府職業能力開発協会から通知する場所
　　エ　問題の公表
　　　　平成29年５月29日（月）から次の場所において

公表するとともに、受検申請者宛てに送付する。
ただし、職種によっては、問題の公表に代えて問
題の概要の公表を行うことがある。

　　　　京都府職業能力開発協会
　　　　京都市伏見区竹田流池町121の３
　　　　京都府立京都高等技術専門校２階
　⑵　学科試験
　　ア　受検手数料　3,100円
　　イ　実施期日

２　実施等級等
　　１の⑴の表に掲げる職種については、１級又は２級
に区分して実施する。
３　検定の方法
　　実技試験及び学科試験
４　受検手数料、実施期日、実施場所等
　⑴　実技試験
　　ア　受検手数料
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　　　なお、技能検定受検申請書及び受検案内の郵送を
希望する場合は、封筒の表に「技能検定受検申請書
用紙請求」と朱書きし、１部につき送料140円切手
を同封の上、京都府職業能力開発協会に申し込むこ
と（２部以上を送付希望の場合は、あらかじめ京都
府職業能力開発協会に送料の確認をすること。）。

　⑵　申請を受け付けた後は、申請を取り消し、又は受
検しなかった場合であっても、手数料は返還しない。

　⑶　技能検定に関する問合せ先
　　ア　京都府職業能力開発協会
　　　　〒612-8416　京都市伏見区竹田流池町121の３
　　　　京都府立京都高等技術専門校２階
　　　　電話（075）642-5075
　　イ　京都府商工労働観光部労働・雇用政策課
　　　　京都市上京区下立売通新町西入薮ノ内町
　　　　電話（075）414-5082

　職業能力開発促進法（昭和44年法律第64号）第46条第
２項の規定により、平成29年度随時実施３級、基礎１級
及び基礎２級技能検定を次のとおり実施する。

　平成29年３月３日
京都府知事　山　田　　啓　二　

１　実施職種

　　ウ　実施場所
　　　　京都市及び舞鶴市
５　受検申請の手続
　⑴　提出書類等
　　ア　技能検定受検申請書
　　イ　実技試験又は学科試験の免除を受けようとする

場合は、その資格を証明する書類
　　ウ　受検資格を証明する書類
　　エ　受検手数料払込みを証する当座口振込金受付証
　⑵　受付期間
　　　平成29年４月３日（月）から平成29年４月14日（金）
まで（日曜日及び土曜日を除く。受付時間は、午前
９時から午後４時30分まで（正午から午後１時まで
を除く。）とする。）

　⑶　申請書類の提出先等
　　ア　申請書類の提出先
　　　　京都府職業能力開発協会
　　　　〒612-8416　京都市伏見区竹田流池町121の３
　　　　京都府立京都高等技術専門校２階
　　イ　申請書類の提出方法
　　　　申請は、持参を原則とするが、郵送による場合

は、アの提出先まで簡易書留郵便によることと
し、封筒の表に「技能検定受検申請書在中」と朱
書きすること。

　　　　なお、受付期間内の消印のあるものに限り受け
付ける。

６　合格の発表等
　⑴　技能検定合格者の発表
　　　金属熱処理を除く３級の職種は平成29年８月25日
（金）に、その他の職種は平成29年９月29日（金）
に合格者の受検番号を京都府庁第３号館前掲示板に
掲示するほか、京都府のホームページ（

）に掲出するとともに、京都府商工労
働観光部労働・雇用政策課から合格者宛て書面で通
知する。

　⑵　実技試験又は学科試験の合格通知
　　　実技試験又は学科試験のいずれかに合格した者に
ついては、京都府職業能力開発協会から書面で通知
する。

　⑶　技能検定合格証書等の交付
　　　１級及び単一等級の技能検定の合格者には厚生労
働大臣名の、２級及び３級の技能検定の合格者には
京都府知事名の合格証書を交付する。また、厚生労
働大臣から、技能検定の合格者に対し、合格した等
級の技能士章を交付する。

７　その他
　⑴　技能検定受検申請書及び受検案内は、京都府職業
能力開発協会及び京都職業能力開発短期大学校（舞
鶴市上安）において配布する。
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　　イ　実施期日
　　　　平成29年４月１日（土）から平成30年３月31日

（土）までの間において、京都府職業能力開発協
会が指定する日

　　ウ　実施場所
　　　　京都府職業能力開発協会から通知する場所
　　エ　問題の公表
　　　　実技試験問題は、あらかじめ受検申請者に公表

する。ただし、職種によっては問題の公表に代え
て問題の概要の公表を行うことがある。

　⑵　学科試験

２　実施等級等
　　１に掲げる職種については、随時実施する３級、基
礎１級及び基礎２級に区分して実施する。
３　検定の方法
　　実技試験及び学科試験
４　受検手数料、実施期日、実施場所等
　⑴　実技試験
　　ア　受検手数料
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る。
　⑵　技能検定合格証書等の交付
　　　３級、基礎１級及び基礎２級の技能検定の合格者
には、京都府知事名の合格証書を交付する。また、
厚生労働大臣から、３級の技能検定の合格者に対
し、技能士章を交付する。

７　その他
　⑴　この技能検定は、外国人を対象とした研修成果の
評価又は修得技能等の認定に活用するものである。

　⑵　技能検定受検申請書及び受検案内は、京都府職業
能力開発協会において配布する。

　⑶　申請を受け付けた後は、申請を取り消し、又は受
検しなかった場合であっても、手数料は返還しない。

　⑷　技能検定に関する問合せ先
　　ア　京都府職業能力開発協会
　　　　〒612-8416　京都市伏見区竹田流池町121の３
　　　　京都府立京都高等技術専門校２階
　　　　電話（075）642-5075
　　イ　京都府商工労働観光部労働・雇用政策課
　　　　京都市上京区下立売通新町西入薮ノ内町
　　　　電話（075）414-5105

　　ア　受検手数料　3,100円
　　イ　実施期日
　　　　平成29年４月１日（土）から平成30年３月31日

（土）までの間において、京都府職業能力開発協
会が指定する日

　　ウ　実施場所
　　　　京都府職業能力開発協会から通知する場所
５　受検申請の手続
　⑴　提出書類
　　ア　技能検定受検申請書
　　イ　受検手数料払込みを証する当座口振込金受付証
　⑵　受付期間
　　　原則として、技能検定試験の実施期日30日前まで
　⑶　提出先
　　　京都府職業能力開発協会
　　　〒612-8416　京都市伏見区竹田流池町121の３
　　　京都府立京都高等技術専門校２階
６　合格の発表等
　⑴　実技試験又は学科試験の合格通知
　　　実技試験又は学科試験のいずれかに合格した者に
ついては、京都府職業能力開発協会が書面で通知す

　農地中間管理事業の推進に関する法律（平成25年法律第101号）第18条第１項の規定により、農地中間管理機構から
農用地利用配分計画の認可申請があったので、同機構から提出のあった当該申請に係る農用地利用配分計画を次のとお
り縦覧に供する。
　なお、同条第３項の規定により、この公告に係る利害関係人は、当該縦覧期間満了の日までに、当該農用地利用配分
計画について、知事に意見書を提出することができる。

　平成29年３月３日
京都府知事　山　田　　啓　二　

１　農用地利用配分計画の概要

申請年度 申請番号
賃借権の設定等を受ける者

賃借権の設定等を受ける土地
氏名又は名称 住　　　所

平成28年度 第123号 濵田　大輔 亀岡市千代川町小林下戸22の
１　レジデンス桜101号 亀岡市宮前町猪倉野村55

２　縦覧場所
　　京都府農林水産部経営支援・担い手育成課
３　縦覧期間
　　平成29年３月３日から平成29年３月17日まで
４　意見書の提出先
　　京都府農林水産部経営支援・担い手育成課
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　⑵　開発許可を受けた者の住所及び名称
　　　京都市下京区高辻大宮町107
　　　西光堂パートナーズ株式会社
２⑴　工事が完了した開発区域に含まれる地域
　　　宇治市広野町丸山２の３の一部、２の８、３の２
の一部、３の４、３の５

　　　（関連区域）
　　　宇治市広野町丸山２の13、２の14の一部、２の17
の一部、市有地

　⑵　開発許可を受けた者の住所及び名称
　　　宇治市小倉町久保114の１
　　　ライフ不動産株式会社

　都市計画法（昭和43年法律第100号）第29条第１項に
関する工事が次のとおり完了した。

　平成29年３月３日
京都府知事　山　田　　啓　二　

１⑴　工事が完了した開発区域に含まれる地域
　　　宇治市神明石塚18の一部、19の１の一部、23の１、
24の１、25の１の一部、25の２の一部、25の３の一
部、25の４の一部、25の５の一部、30の２、31、市
有地

　　　（関連区域）
　　　市有地

公　安　委　員　会

　警察職員の定員に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。

　　平成29年３月３日
京都府公安委員会　　　　　　　
委員長　石　川　　良　一　　

京都府公安委員会規則第２号

警察職員の定員に関する規則の一部を改正する規則

　警察職員の定員に関する規則（昭和40年京都府公安委員会規則第４号）の一部を次のように改正する。
　別表を次のように改める。

別表
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月額購読料 2,790円

　　　附　則

　この規則は、平成29年３月21日から施行する。


